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２０１３年１１月５日
各　地本・単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

（賃金労働部）
嶺北広域行政事務組合による福祉施設の民営化および
解雇撤回を求める緊急FAX・打電行動について
連日のご健闘に心より敬意を表します。

さて、嶺北広域行政事務組合は、高知県の嶺北地域５町村を構成自治体とする一部事務組合ですが、この度、特別養護老人ホームと養護老人ホームの民営化（民間移譲）を一方的に決定しました。さらに、当該施設の職員については「移譲先法人への雇用をあっせんする」として、「正規職員を分限免職に、臨時・パート職員については雇止めとする」と一方的に主張しています。

嶺北広域行政事務組合職員労働組合と当局はこれまで５度の団体交渉を行なってきましたが、当局は団体交渉の確認事項を反故にし、さらには組合員に対して組合脱退強要を行うなど、極めて悪質な不当労働行為を繰り返し行っています（たたかいの概要と経過については添付資料をご参照ください）。
嶺北広域労組、自治労高知県本部と自治労本部が協議を行い、事務組合の正副管理者である構成町村の各首長あてに抗議ＦＡＸ・打電行動を展開することが確認されました。

自治労北海道本部としても、嶺北広域労組のたたかいに連帯するとともに、このような当局の態度を断じて許さない立場で、この行動に結集することとします。各地方本部、単組・総支部における取り組みをお願いいたします。

記
Ⅰ　構成自治体首長に対する抗議ＦＡＸ・打電行動
　１．取り組み方法
取り組み主体は各地方本部、単組・総支部とし、ＦＡＸもしくは打電をお願いします。組合事務所等がある場合は、できるだけＦＡＸでの行動をお願いします。
事務組合の構成町村は５町村ですが、いの町については組織内議員等による対策を行っていることから今回の行動は「３．送信・送付先」に記載の４町村とします。
　２．取り組み期間 

　　　11月５日（火）～11月15日（金）
３．送信・送付先

　　　●大豊町長　岩﨑　憲郎（いわさき　けんろう）　様
〒789-0392　高知県長岡郡大豊町高須231　大豊町役場
　　　　TEL:0887-72-0450　FAX:0887-72-0474
　　　　
　　　●本山町長　今西　芳彦（いまにし　よしひこ）　様
〒781-3692　高知県長岡郡本山町本山504　本山町役場
TEL：0887-76-2113　FAX：0887-76-3593
●土佐町長　西村　卓士（にしむら　たかし）　様
〒781-3401　高知県土佐郡土佐町土居194　土佐町役場
TEL：0887-82-0480　FAX：0887-82-2681
●大川村長　和田　知士（わだ　かずひと）　様
　　　　〒781-3703　高知県土佐郡大川村小松27-1　大川村役場
　　　　TEL ：0887-84-2211　FAX： 0887-84-2328
４．抗議文（案）

　　ＦＡＸでの行動の場合は（別紙１）を、打電の場合は下記抗議打電（案）をご活用ください。

　　・施設の民営化を撤回し、職員の雇用を守ること。
　　　・労働組合との交渉を誠実に行うこと。
　　・各町村は雇用責任を果たすこと。
　５．取り組み報告・問い合わせ先
　　　下記により取り組みの報告をお願いします。不明な点などありましたら自治労北海道本部賃金労働部（櫛部・根本）へお問い合わせください。

報告先：自治労北海道本部賃金労働部（ＦＡＸ０１１－７００－２０５３）
嶺北広域行政事務組合による福祉施設の民営化及び解雇撤回を求める緊急FAX・打電行動報告書

単組・総支部名　　　　　　　　　　　　　　　報告者　　　　　　　　　　　　　

行動（ＦＡＸ送信）日　　１１月　　　日　　　取り組み方法　ＦＡＸ　・　打電　
（別紙１）
○○町（村）長　　○○　○○　殿

抗議文(案)
　貴職は、嶺北広域事務組合の正副管理者であり、この度の大豊園・嶺北荘の民間移譲方針においては、その判断を下す立場にあることから、この文書を送付する。

　

この度の民間移譲方針に関わり、貴職は住民に対して「民間法人による運営でよりサービスは向上する」としている。しかしながら、その具体的な根拠を何ら示さず、十分な説明も行わないままに民間移譲を強行しようとしている。

また、9月13日の労働組合との団体交渉では、「職員の処遇について労使合意ができるまでは公募作業を停止する」等の労使確認を行いながら、9月30日の組合議会では「執行権限である」との完全に反故にした発言を行い、事実、嶺北荘の移譲先法人をすでに一方的に決定した。

また、5月21日付けの労働組合に対する文書回答では「分限免職を行わない」と回答し、5月30日の団体交渉でも断言を行っている。しかし、9月13日の団体交渉では「分限免職をお願いする」と述べ、実質的な「強制」を述べるとともに、今西管理者は「職員の身分保障は、組合要望が伝わってないので幹事会・正副管理者会では議論をしていない」と平然と述べている。

貴職のこの間の対応は、入所者（ご家族）、地域住民、労働組合に対して、極めて不誠実な対応を行ってきている。とくに労働組合に対する対応は、組合員に対する脱退強要も含め、極めて悪質であり断じて許しがたい。

　すべてのスケジュールをいったん白紙にし、労働組合に対し真摯に対応せよ。

2013年11月○日

自治労○○職員組合

執行委員長　○○　○○
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